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基本計画について基本計画について

　本基本計画は、令和３（2021）年12月に策定した「新庁舎整備等基本構想」

を基に、本庁舎整備審議会における議論、市民の皆様からの御意見、民間市

場調査の結果等を踏まえながら検討を進め、将来における多様な行政ニーズ

に対応し、未来へ躍動する都市経営の拠点となるための基本方針を示すとと

もに、機能・規模、事業手法など、基本設計に必要な与条件を整理すること

を目的に策定するものです。 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検討の経緯

現庁舎の現状と課題

●現庁舎の概要

現庁舎の課題

●現庁舎の課題

施設の現状

社会的な変化への対応

老朽化

激甚化する災害

カーボンニュートラル

DXの推進

働き方改革の推進

将来を見据えた庁舎規模の適正化

狭あい化

分散化

バリアフリー環境の劣化

セキュリティ不足

会議室不足
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　市役所本庁舎の在り方は、浦和市・大宮市・与野市の３市合併に当たり、旧３市の市長が調印した「合

併協定書」において、「将来の新市の事務所の位置については、さいたま新都心周辺地域が望ましいと

の意見を踏まえ、新市成立後、新市は、交通の事情、他の官公署との関係など、市民の利便性を考慮し、

将来の新市の事務所の位置について検討するものとする。」とされていることから、本市誕生以来、重

要な課題として長年にわたり様々な観点から検討を積み重ねてきました。

　現庁舎（本館）は建築後４７年以上が経過し、経年による劣化

が進行しているとともに、職員の増加により狭あいな執務環境と

なっています。また、バリアフリー環境の劣化、会議室の慢性的

な不足、執務室の分散化等、多くの課題を抱えています。

　さらに、激甚化する災

害対応やカーボンニュ

ートラル、ＤＸ・働き方

改革等、社会情勢の変化

への対応も必要となっ

ています。 ▲現庁舎共用通路

年　度 検討過程

平成12（2000）年度 合併協定書調印

平成13（2001）年度 さいたま市誕生

平成14～20（2002〜2008）年度 新市庁舎庁内検討会議の検討　計２１回

平成20～23（2008〜2011）年度 さいたま市庁舎整備検討委員会の検討　計７回

平成24～30（2012〜2018）年度 さいたま市本庁舎整備審議会の検討　計２１回

平成30（2018）年度 さいたま市本庁舎整備審議会答申

令和元（2019）年度
さいたま市本庁舎現況調査の実施（劣化度・躯体の健全性調査）
さいたま市本庁舎整備検討調査の実施（適地の抽出）

令和２（2020）年度 「さいたま新都心バスターミナルほか街区」への移転を目指すことを示す

令和３（2021）年度 新庁舎整備等基本構想策定

令和４（2022）年度
「さいたま市役所の位置に関する条例の一部を改正する条例」議案可決
⇒「さいたま新都心バスターミナルほか街区」への移転が決定

所 在 地
さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号（本庁舎）
さいたま市浦和区常盤６丁目１番２８号（消防庁舎）

敷 地 面 積 ３４，２２７．７５㎡ 用 途 地 域 商業地域

構 成 本館（高層棟、低層棟）、別館、第二別館、消防庁舎
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新庁舎整備の基本方針3
　「新庁舎整備等基本構想」で掲げた基本理念に基づき、市民意見や議会からの要望書

を踏まえ、具体的な基本方針を定めました。

 ❶ 本市の都市づくりの一翼を担う庁舎 
◦常に活気とにぎわいのある都市経営の拠点

◦「新庁舎・市民広場・緑地・民間機能」の最適な配置

◦�新都心全体の回遊性を向上させる歩行者デッキによるアク

セスを検討

◦�さいたま新都心駅東側の新たな付加価値となる市民広場を

整備
▲�３Ｄ都市モデルによるさいたま新都心地区周辺の
街並みと新庁舎整備のイメージ

 ❷ 本市のシンボルとなる庁舎 
◦�さいたま新都心周辺の新たな街並みや周囲のスカイライン

と調和を図る

◦�シビックプライドの醸成や持続可能な都市づくりの推進を象徴

する庁舎

◦�本市を広く見渡せる展望施設や多くの市民が集い・憩える

市民広場を設置

◦市の特性や魅力をＰＲする情報発信の拠点 ▲見沼田圃とさいたま新都心

 ❸� 将来の変化に柔軟に対応し、効果的・ 
 効率的な行政運営を実現する庁舎  

◦�質の高い行政サービスを提供するため、ＤＸの推進等を通

じ、職員の生産性の向上を図る

◦活発なコミュニケーションと協働を促す空間

◦働く環境を柔軟に選べる新たな働き方に対応した空間

◦組織改編や一時的・突発的な業務の増加時にも対応できる空間 ▲ユニバーサルレイアウトを導入した執務スペース（横浜市役所） 
出典：横浜市ホームページ

 ❹� 防災中枢拠点として
　  災害に対応できる庁舎 

◦受援体制等を強化するヘリポートの設置を検討

◦免震構造による、高い耐震性と安全性を確保

◦区役所等の代替スペース確保による全庁的なＢＣＰの実現

◦飲料水・食糧・生活必需品等の備蓄機能の確保
▲ヘリポート（さいたま新都心合同庁舎 2号館）

 出典：国土交通省関東地方整備局ホームページ
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 ❼ 多様な主体による協働や
　   市民交流が行われる庁舎 

◦多様な主体が協働・連携した活動や交流を促進する場の創出

◦快適で居心地の良い建物内外のパブリックスペースの創出

◦いつでも憩うことができ、誰もが気軽に立ち寄れる場の創出

◦�情報発信機能を整備・拡充し、誰もが気軽に情報にアクセス…

し、参加できる庁舎 ▲情報発信コーナー（長崎市役所）
出典：長崎市ホームページ

 ❽ セキュリティに配慮した庁舎 

◦取り扱う情報に応じたセキュリティゾーニング

◦入退室管理によるセキュリティ対策の強化

◦�災害時の相互応援等の際のセキュリティエリアについて

検討

◦夜間も庁舎周辺が明るい等、街区全体の安全性に配慮 ▲ＩＣカードとゲートによるセキュリティシステム（東京都庁）
出典：東京都ホームページ

 ❺ ＳＤＧｓに配慮した環境にやさしい庁舎 
◦高い環境性能を目指す脱炭素型の庁舎

◦利用者の健康や快適性に配慮した空間

◦�維持管理費の低減と施設の長寿命化を図り、ライフサイク

ルコストの低減を目指す

◦�立体的な緑化空間を整備し、周辺の公園の緑と繋がる緑の

ネットワークを形成
▲立体的な緑化空間（岡山市役所）

出典：岡山市ホームページ

 ❻ すべての人が使いやすい
 　 ユニバーサルデザインを実践する庁舎  

◦利用者の多様性等に配慮した親しみやすいデザイン

◦エントランスへの進入路について円滑な動線となるよう配慮

◦分かりやすいサイン計画や音声誘導装置等による円滑な誘導

◦バリアフリー法や福祉のまちづくり条例の誘導基準を目指す
▲バリアフリートイレ（大宮区役所）

 市民に開かれた議会を実現する庁舎 

【議会部分】

独立して視認できる議会棟 （横浜市役所） 出典：横浜市ホームページ 

▲
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◦�二元代表制の視点から、行政棟から独立して視認できる形状配置とし、品格ある議場を整備

◦�今後のデジタル化の進展や議員定数・会派の増減等に柔軟に対応できるフレキシブ

ルな施設計画



新庁舎に必要な機能・規模・性能の方針4
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　危機管理センターにおける非常時対応諸室機能のほか、区役所の代

替スペース、広域的な支援・受援機能等に利用可能なスペースを確保

するなど、全庁的なＢＣＰを実現し、広域防災拠点としての機能強化

を図るため、必要な諸室を整備します。

　市民の憩いや多様な主体による協働の活性化、

市民交流の促進の場として多目的大空間や展望機

能を整備します。

非常時対応スペース市民利用スペース

非常時 
区役所代替スペース等

平時 
コミュニケーションスペース等

▲アトリウム（横浜市役所）
出典：横浜市ホームページ

▲非常時対応多目的スペースのイメージ▲市内を広く見渡せる展望施設（岐阜市役所）
 出典：岐阜市ホームページ

　新庁舎整備の基本方針に加え、これまで実施したワークショップや説明会等における市民の方々から

の意見等も踏まえ、新庁舎に必要な機能・規模及び性能の方針を以下のとおり整理しました。

　財政負担軽減の観点のほか、来庁者等の利便性向上を図るとともに、街区のにぎわい創出などに資す

ることを目的として、民間機能を整備します。

　導入機能としては、共同住宅を除くオフィス、商業店舗及び宿泊施設等をベースとし、複合化のパターンは事

業成立の容易性確保や事業者公募手続の実現性を踏まえ、分棟型で別個に整備することとします。

【民間機能について】

用　途 想定規模（㎡） 諸室の想定機能 主な整備方針

行政部分

執務スペース 15,000
執務エリア、ABW※1 スペース、
市長室等

● 職員の生産性の向上を促す空間を整備
● 将来的な用途変更にも柔軟に対応

会議スペース 2,400 会議室、面談室、政策会議室等
● �一時的・突発的な業務の増加時の執務スペース等としても柔軟に利用可能

なスペースとして整備

倉庫スペース 2,500 書庫、資機材倉庫等
● 可動棚の設置等によりスペースを有効利用できるよう整備
● 収納物の整理、縮減や紙文書の抑制、ペーパーレス化についても検討

非常時対応スペース 2,100
非常時対応多目的スペース、
災害対策室、防災倉庫等

● 既存の危機管理センターにおける非常時対応諸室機能を拡充
● �区役所等の代替スペース、広域的な支援・受援機能等に利用可能なスペー

スを確保し、全庁的な BCP を実現
● 広域防災拠点としての機能強化を図る

市民利用スペース 2,500
多目的大空間、大会議室、
市民フリースペース等

● �協働の活性化、市民交流の促進、市政や観光の情報発信等にも利用可能な
多目的大空間や展望機能を整備

● 緊急時には市民の一時的な避難等にも利用可能なスペースとして整備

その他諸室・

共用部分
16,500

廊下・階段・エレベーター、
トイレ、記者室、機械室等

● 無駄のない効率的な共用部分の配置
● 高層建築物の課題であるエレベーターの待ち時間についての配慮
● コンビニやカフェ等の利便機能を整備

行政部分小計 41,000

議会部分 議場・委員会室等 3,600
本会議場、委員会室、
正・副議長室、議会図書室等

● 市民に開かれた議会を実現する庁舎
● ユニバーサルデザインの実践、フレキシブルな施設計画、ICT 環境の整備

駐車場部分
公用駐車場
（公用車・議会駐車場）

5,300
● �現在、敷地外等に分散されている公用車・議会駐車場については、行政棟

及び議会棟下層部に集約整備

合計 49,900

新庁舎の概算面積 約 50,000

※ 1 Activity Based Working の略称です。
　　 職員が自律的に、業務内容等に応じて時間と場所を自由に選択できる働き方のことをいいます。

● �利用者駐車場については、市民広場下層部に整備し、敷地の有効利用を図ります。なお、駐車台数は現庁舎の駐車場利用
状況を考慮し、130 台程度を想定します。

●�バス駐車場は引き続き新庁舎敷地内に整備することとし、駐車台数は５台確保します。また、既存のバスターミナル機能は、取り
巻く環境の変化を踏まえ、新庁舎と一体には整備せず、さいたま新都心駅の東西の交通広場での機能確保を検討します。



敷地の状況5

所在地
さいたま市大宮区北袋町

１丁目 603 番地１、２

敷地面積（想定）

●全体約17,300 ㎡

　（新都心みどり広場を含む）　

　・新庁舎敷地 約15,000 ㎡　

　・民間機能敷地 約 2,300 ㎡

現況の土地利用
さいたま新都心バスターミナル、

新都心みどり広場

土地の所有 さいたま市

用途地域等
●工業地域（容積率200％）

 �今後、商業地域（容積率400％）への
変更を想定

景観計画区域 景観誘導区域

地区計画 北袋町１丁目地区地区計画

　本庁舎の移転先であるさいたま新都心バスターミナルほか街区における現在の用途地域は工業地域に

指定されています。今後、周辺の土地利用等の状況を踏まえ用途地域を商業地域へ変更し、新庁舎整備

等に必要な規模が建築可能となるよう検討します。

▲敷地写真（南西方向から撮影）
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構造計画 

○耐震性と安全性の高い免震構造を採用 

　・�今後の設計におい

て最適な免震構造

の位置・種類を決

定します。

○更新性の高い構造計画 

　・�耐用年数に差のある

スケルトン（柱・ 梁・

床等の構造躯体）と

インフィル（内装や設

備）を分離した構造

とします。

※2　�太陽の熱や光、風といった自然のエネルギーを、機械を使わずに建物に

利用する設計手法のことをいいます。

※ 3　�快適な室内環境を実現しながら、建物で消費する年間の一次エネルギー

（自然から直接得られるエネルギー）の収支をゼロにすることを目指し

た建物のことをいいます。

※ 4　�建築環境総合性能評価システムのさいたま市版のことで、建築物を設計

する段階から省エネルギーなどの地球温暖化防止に資する自主的な取組

を求め、その結果をランクとして表す制度のことをいいます。

免震装置（千葉市役所）▲

出典：千葉市ホームページ

��スケルトン・インフィルの ▲

考え方

セキュリティ計画
○段階的なセキュリティレベルを設定
　・�来庁者の立入り可能エリアの明確化や、特定

の職員のみが入れるエリアの設定を今後の設
計において検討します。

環境・設備計画

○�本市公共施設のシンボルとなる環境性能を目指す

　・�省エネルギー技術や再生可能エネルギーの導入、

パッシブデザイン※ 2 の採用により、脱炭素型

の庁舎とします。

　・�「ＺＥＢ※3」や「ＣＡＳＢＥＥさいたま※4」を含め、

できる限り高い環境性能を目指します。

�� ▲環境に配慮した施設イメージ

❶太陽光発電パネル：日中の
需要電力ピークカットや、大規
模災害時の保管電力としての
活用を検討

❷西日の抑制：バルコニー（庇）
やライトシェルフにより、日射
熱負荷や照明負荷を低減

❸断熱性の向上：屋根面や躯
体の高断熱に取り組むととも
に、Low-E 複層ガラスにより
開口部の断熱性を向上し、空
調負荷を低減

❶

❸

❷



施設整備イメージ6

　・�さいたま新都心公園と主要道路がある敷地東側に歩行者デッキを前提としたメインアプローチ空間を配置

することで、まちの回遊性とにぎわいの創出を図ります。さらに、さいたま新都心全体の回遊性向上やにぎわ

いの創出を見据え、歩行者デッキを前提とした周辺施設との連携を検討します。

　・�メインアプローチに連続してデッキ上に市民広場を設けることで、にぎわいの創出や市民の憩いの空間を整

備します。

　・�さいたま新都心公園との緑の連続性を図り、市民広場には緑を確保し、緑あふれる憩いの空間を提供します。

　・�分棟型として配置する民間機能は、庁舎機能とのデザインやコンセプトの調和を図りつつ、想定される導入

機能を踏まえ、オフィス通勤の利便性、商業施設の集客性等の観点から、駅及び商業施設に近い敷地北

側に配置します。

●配置計画

人流イメージ

メインアプローチ

さいたま新都心公園

との連携

※�歩行者デッキでのアクセスを 
前提に検討

※�市民広場からのデッキの延伸や、
イベント時に限定した道路通行
止め等による接続を検討

▲動線計画のイメージ
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▲施設整備イメージ ��※現時点のイメージであり、今後変更となる場合があります。

行政棟

民間機能

さいたま新都心駅へ
アクセス可能な
歩行者用デッキ

新都心さくら広場さいたま新都心公園

市民広場
（デッキレベル）

議会棟



・市民利用スペースは基本的に低層部に配置し、市民がアクセスしやすい計画とします。

・�多目的大空間は大きな人の流れを迎え入れるエントランス機能を備えるとともに、イベントにも活用するため、

市民広場との相互利用による相乗効果を見据え、市民広場に隣接して配置します。

・�エントランスは地上レベルである１階と、デッキレベルの２階の両方に設けることで、複数のアクセスにも配慮

した計画とします。

・�デッキ下部は車寄せや駐車場として利用しますが、災害時には屋根付きオープンスペースとして活用できる計

画とします。

●空間構成

●基準階フロアのイメージ
　新庁舎の基準階は、フレキシビリティが高く、部署間連携や新しい働き

方に対応した計画とします。

　また、新庁舎は建築設計、施工方法、建設材料等の各種技術革新によ

り建物の長寿命化が進んできたことで、できる限り長い期間使用していく

ことが見込まれます。そのため、将来、仮に庁舎の面積に余剰分が発生

した場合、用途変更を含め、平面計画の変更にも柔軟に対応できるよう

設備計画、構造計画にも十分配慮の上、新庁舎を整備します。

▲ �レイアウト変更

にも柔軟に対応

できるフロアの

平面計画の例

▲基準階フロアのイメージ▲多様なＡＢＷスペースのイメージ
（熊本市役所）

出典：熊本市ホームページ

１人で思考するための
カウンター席

集中力を高める
ミーティングブース
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�� ▲東西断面イメージ �� ▲南北断面イメージ



事業手法7

　新庁舎整備を効率的かつ効果的に実現するための施設整備・管理運営等の事業手法について、基本構想で

整理した内容を踏まえ検討しました。なお、検討に当たっては、庁舎機能と民間機能を分棟として別個に整備

することを前提とし、それぞれにおいて望ましい事業手法の絞り込みを行いました。

【庁舎機能】
　庁舎機能に関する事業手法については、以下の観点に配慮した上で、想定される事業手法の比較検討を行いました。

　・市民等の意見の反映を含め、施設整備に対する本市の考え方を適切に反映できること

　・�新庁舎に求められる機能・規模等を確保しつつ、施設整備・管理運営の効率化を図り、本市の財政負担を

軽減することが可能であること

　・令和１３（2031）年度の供用開始に向けて、整備スケジュールの効率性が認められること

　これらを踏まえ、施設整備については、まず基本設計を先行して発注し、本市の考え方を設計に反映するこ

とを基本とします。その上で、実施設計及び建設工事を民間事業者に一括発注する「基本設計先行型ＤＢ（デザ

インビルド）方式」を採用します。

【民間機能】
　民間機能に関する事業手法については、 長期にわたる安定的な財源確保が可能となる土地貸付方式（定期借

地）を採用し、施設は民設民営とします。

事業手法 概　　要 スキーム
資金
調達

施設
整備

施設
所有

管理
運営

①基本設計
※1

・実施

設計
※2

・施工分離
【従来方式】

・�市が資金調達を行い、設計、建設、維

持管理等の業務を個別に発注 
市 市 市 市

②実施設計・施工…

一括

【DB】

・�市が資金調達を行い、設計、建設を一

体的に発注

・維持管理等の業務は市が別途発注

市 市 市 市

③実施設計・施工・

運営一括

【DBO】

・�市が資金調達を行い、設計、建設、維

持管理等の業務を一体的に発注 
市 民 市 民

④実施設計・施工・

運営一括

【PFI（BTO）】

・民間が資金調達

・�市が設計、建設、維持管理等の業務を

一体的に発注

・施設完成後、市に所有権を移転

民 民 市 民

事業手法 費用削減効果（VFM
※ 3

） スケジュール 民間ノウハウの活用 手続の容易性
総合
評価

①基本設計・実施
設計・施工分離
【従来方式】

×
従来方式のため、費用削減効果は見込め
ない

×
従来方式のため、工期短縮
は見込めない

×
従来方式のため、民
間ノウハウの活用は
見込めない

○
事業者選定手続を施
設整備と管理運営に
分けて実施

×

②実施設計・施工
一括
【DB】

○：4.0％
一括発注による整備費の低減が見込ま
れ、管理運営費の低減への工夫は限定的
だが可能

○
一括発注による工期短縮
の可能性が見込まれる

△
性能発注

※4
・一括発

注による民間ノウハ
ウの活用が見込まれ
る（維持管理運営業
務を除く）

○
事業者選定手続を施
設整備と管理運営に
分けて実施 ○

③実施設計・施工・
運営一括
【DBO】

○：4.2％
一括発注による整備費、管理運営費の低
減が見込まれる

△
一括発注による工期短縮
が見込まれる一方、事業者
選定手続に時間を要する

○
性能発注・一括発注
による民間ノウハウの
活用が見込まれる

△
PFI 法に準じた事業
者選定手続が必要 △

④実施設計・施工・
運営一括
【PFI（BTO）】

×：-0.2％
一括発注による整備費、管理運営費の低減
が見込まれるが、整備費に係る金利負担が
ある

△
一括発注による工期短縮
が見込まれる一方、事業者
選定手続に時間を要する

○
性能発注・一括発注
による民間ノウハウの
活用が見込まれる

△
PFI 法による事業者
選定手続が必要 ×

事例：仙台市庁舎、川崎

市庁舎、岡山市庁舎

事例：横浜市庁舎、千葉

市庁舎

事例：入間市庁舎

（政令市本庁舎は事例なし）

事例：札幌市中央区役所、
大宮区役所
（政令市本庁舎は事例なし）
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※ 3　従来方式に対する現在価値換算後の財政負担額の削減率を示すものです。
※ 4　発注者が求めるサービス水準を明らかにし、事業者が満たすべき水準の詳細を規定した発注方法のことをいいます。

※ 1　�建築主が意図している目的や、その建築を実現することに関する各種の条件を整理した上で、これに対応した十分の価値と効用を持つ建築を基本設計図の形
式で表現する、建築設計のプロセスのことをいいます。

※２　基本設計図書に基づいて、工事の実施と工事施工者による工事費の内訳明細の作成に必要で十分な情報を提供する建築設計図を作成する業務のことをいいます。

起債等 設計等

建設等

維持管理等

市資金調達
個別
発注

一般財源･基金等

起債等 設計等

建設等

維持管理等

市資金調達
一括
発注

個別
発注一般財源･基金等

起債等
設計等
建設等
維持管理等

市資金調達

基本契約に基づき各契約を締結

・SPCを
組織する
場合もある

基本
契約

一般財源･基金等

設計等
建設等
維持管理等

金融機関等

市

民
間
事
業
者

一括
発注

資金
調達

一般財源･基金等



　新庁舎整備に係る事業費として、設計・建設に要する費用のほか、外構工事や移転費を含む概算事業費は、

合計約400 億円（税込）と試算しました。

　この金額は、近年の建築資材価格や労務単価の上昇等を加味して試算したものですが、今後はそれに加えて、

完全週休二日制の実施などの建設業界の変革から、建設工事費がさらに上昇する可能性があります。

　今後、基本設計からの各段階における仕様の決定やVE※1 提案等を通じて、コストの抑制を図るとともに、

民間機能に関する公募要件の検討を通じて、引き続き財政負担の軽減に努めます。

　工事契約における発注前段階においては、入札参加意欲確認のためのサウンディング調査※を実施し、今

回選択した事業手法の確実性を確認するとともに、入札不調リスクの軽減に最大限努めます。

　移転・供用開始までのスケジュールについて、以下のとおり想定しました。

【各工程の想定期間】　基本設計：18か月　実施設計：12か月　建設工事：36か月

概算事業費

今後のスケジュール
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概算事業費の算出内訳

調査・設計費 約   19 億円

本体工事費 約 364 億円

外構・その他工事費 約   27 億円

移転費 約   10 億円

民間活力 ( ＤＢ ) による削減額 (※ 2) ▲約   20 億円

合計 約 400 億円

年度
R5

（2023）
R6

（2024）
R7

（2025）
R8

（2026）
R9

（2027）
R10

（2028）
R11

（2029）
R12

（2030）
R13

（2031）

庁舎機能

民間機能

街区全体の土地利用・

契約等の条件を整理

基本計画

サウンディング調査・公募・事業者選定 基本設計・実施設計・建設工事

基本設計 実施設計・建設工事
事業者
選定

事業者
選定 移

転
・
供
用

�

※１　機能を低下させずにコストを低減できる手段又はコストを上げずに機能を向上できる手段のことをいいます。

※２　ＤＢによる建設工事費等の削減額を示すもので、民間機能の土地貸付料や民設建物の固定資産税収入は別途見込みます。

※�事業の発案段階や検討段階において、民間事業者との対話を通じて意見や提案を求め、対象事業の検討を進展させるための情報収集を目的とした調査のこ

とをいいます。



上記のほか、市報や出前講座等でも周知を行っています！

市民周知・意見聴取の取組10

　新庁舎整備等基本計画の検討に当たっては、様々な場面で市民周知・意見聴取

の取組を行っています。

さいたま市 都市戦略本部 都市経営戦略部 新庁舎等整備担当
〒 330-9588　さいたま市浦和区常盤 6-4-4（さいたま市役所５階）

TEL：048-829-1032　FAX：048-829-1997…
Eメール：tosh i-keie i@city.sa itama. lg .jp

▲新庁舎整備の概要

R３年度

新
庁
舎
整
備
等
基
本
構
想
策
定

中
間
報
告
説
明
会
（
市
内
６
か
所
）

子
ど
も
の
提
案

新
庁
舎
整
備
に
つ
い
て
考
え
る

シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム

オ
ー
プ
ン
ハ
ウ
ス

ニ
ュ
ー
ス
レ
タ
ー 

No
２
発
行

新
庁
舎
整
備
等
基
本
計
画（
素
案
）に

係
る
パ
ブ
リ
ッ
ク
・
コ
メ
ン
ト

12月

市
民
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ

10月

オ
ー
プ
ン
ハ
ウ
ス

11月 7月 10月

ニ
ュ
ー
ス
レ
タ
ー 
No
１
発
行

３月 1月

R４年度 R５年度

R4ワークショップ R5シンポジウム R5オープンハウス

 意見を言いたい！

もっと詳しく知りたい！
　ホームページでは、新庁舎整備等の検討経緯などの

紹介とあわせて、意見フォームにて皆さんのご意見を

随時募集しています。

表紙写真：令和４年４月現在のさいたま新都心周辺（提供：三菱マテリアル株式会社）�




